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書　評　と　紹　介

□

【各国の若者政策を理解する】

本書は近年政策課題としての重要性が高まっ

ている若者政策について，イギリス，アメリカ，

ドイツ，スウェーデンの政策を紹介すると共に，

日本との国際比較を行なったものである。とり

あげられている若者政策は国による特色の違い

によって多少異なっているが，主に学校在学中

のキャリア教育と，学校から職業への移行段階

における就業支援策，さらには失業者や無業者

など，困難な状況に陥った若者に対するキャリ

ア教育・就業支援策が紹介されている。

なぜ国際比較なのか。本書は我が国の若者政

策展開の最前線にある方々への情報提供を目的

に編集したと述べられている。パート・アルバ

イトや派遣社員，契約社員という形で職業生活

をスタートさせる若者の増加，修学も就業もし

ておらず職業訓練中でもないニートの顕在化，

学卒就職しても数年で離職してしまう早期離職

者の問題など，従来の学卒就職のパターンに収

まらない若者にどう対処するかが近年，日本に

おいても政策課題として認識されてきたが，欧

米諸国においては若年政策は既に長い歴史をも

っており，様々な試行錯誤が積み重ねられてき

た。その経験に学ぼう，というのは，発想とし

ては自然なものである。既にこれまでにも，イ

ギリスのコネクションズ，アメリカのジョブ・

コア，ドイツのデュアルシステム，スウェーデ

ンの包括的若者政策などについては，労働経済

白書や政府関係の各種研究会報告書などで，折

りに触れて広く一般に紹介されてきた。

しかしそのようなトピック的な紹介では，参

考にできることは限られている。それぞれのプ

ログラムはどのような制度的なしくみに支えら

れているのか，どのような社会・文化的背景が

あって成り立っているのか，多様な若者のうち

どのような若者を対象としており，どのような

実績を挙げているのか，等々，より具体的・現

実的な理解に踏み込もうとすると，それぞれの

国の教育システム，若年労働市場のあり方，政

策遂行の枠組みなどを総体として理解する必要

に迫られるが，それらは容易に理解できること

ではなく，地道な資料の読み込みや現地調査な

どの積み重ねを必要とする。

本書は厚生労働省所轄の調査研究機関である

労働政策研究・研修機構が長年にわたって積み

重ねてきたそのような国際比較調査研究の蓄積

をもとに，それぞれに特色ある４カ国の政策を

コンパクトにまとめたものであり，各国の事情

を知る上でまことに手ごろな本に仕上がってい

る。

【国際比較によって日本の政策をとらえかえす】

各国の若者政策の概要を理解し，個々の政策

がどういう対象に対してどのように働いたの

か，あるいは働かなかったのか，さらには効果

をどう測定するのか，といったことを知ること
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は，日本の政策への応用可能性を検討する上で

重要なことではある。

しかし本書のより重要な意義は，終章で小杉

礼子が指摘しているように，「共通する課題に

対してのアプローチの違いを知ることから来る

新たな可能性」である。「それぞれの歴史や文

化のもとに限定されているわれわれの発想を相

対化することができれば，課題解決に迫れる選

択肢が見える可能性がある」のだ。

例えば近年，日本では，ニート対策として

「若者自立塾」のプログラムが開始され，３ヵ

月の合宿形式による集団生活の中での生活訓

練，労働体験等を通じて社会人・職業人として

の基本的能力と自信・意欲を獲得させ，就労に

導くことが目指されている。このプログラムの

一つの参照例となったのは，アメリカのジョ

ブ・コアであろう。ジョブ・コアは社会的に不

利な立場におかれた若者を対象とした寄宿制の

プログラムであり，ここでも職業訓練だけでは

なく就労に必要な意欲・構え・知識・技能を総

合的に身につけていくことが期待されている。

1964年からの長い歴史をもつこのプログラムと

若者自立塾は一見，同じようなプログラムに見

える。どちらもNPO等に委託して実施されてい

る。しかし，ジョブ・コアの場合は，寮費・食

費・授業料等，すべての経費は無償であり，さ

らに参加者には小遣いが支給される。一方，若

者自立塾の場合は，入塾に際して自己負担が必

要であり，小遣いや手当てのようなものは支給

されない。

なぜアメリカのジョブ・コアでは経費が無償

である上に小遣いまで支給されるかと言えば，

第二章で藤田晃之が指摘しているように，アメ

リカ社会においては人種・民族・学歴の違いを

背景とした経済格差が顕在的であり，その格差

を是正し貧困の悪循環を断ち切るために積極的

な対策をとらざるを得ないからである。ジョ

ブ・コアへの参加資格は貧困者に限定されてい

る。では日本の場合には経済格差が顕在的では

なくプログラムへの自己負担が可能であるのか

といえば，必ずしもそうとは言えないであろ

う。

近年，日本においても貧困層の再生産の悪循

環が顕在化しつつある。ニート・フリーター問

題も「豊かな時代に育った若者の甘え」という

枠組みでは捉えられないことが理解されつつあ

る。第四章で宮本みち子が紹介しているスウェ

ーデンのように若者政策の１つの目標を「自立」

ととらえるのであれば，貧困であるがゆえに自

立に向けた支援プログラムに参加できないとい

う制約を看過すべきではないだろう。

日本でも離職者の場合には雇用保険の基本手

当を受給しながら公共職業訓練を受講すること

ができる。訓練受講中には，受講手当や通所手

当も支給される。しかし離職者ではないニート

には，そのような支援はない。そのことは，就

職に至るまでの若者の教育訓練にかかる経費を

家庭が負担している日本の状況を前提とすれば

問題として認識されることはない。国際比較に

よって，はじめて我々の発想が相対化されるの

である。

【キャリア教育と就業支援】

本書のテーマはタイトルにもあるように「キ

ャリア教育と就業支援」である。副題「フリー

ター・ニート対策の国際比較」に着目すると，

なぜ若者の失業対策・無業対策だけではなく在

学中のキャリア教育にまで本書の対象をひろげ

なければならないのか，という疑問があるかも

しれない。

しかし，失業や無業という形で問題が顕在化

してから支援を行なうのであれば，問題を抱え

た対象者に支援が届かない可能性があり，また，

既にキャリアを蓄積しつつある若者と彼らとの
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格差が広がっているために，有効な支援を行な

うことが難しい。

そのため，失業や無業という形で社会に漂流

することそのものを防止する必要がある。第一

章で堀有喜衣が紹介しているイギリスのコネク

ションズは，在学中のすべての若者を対象とし

つつ複雑な問題を抱えた若者には重点的な支援

を行なうプログラムであるが，それは「若者が

社会との接点を失う以前の学校段階において，

若者を社会へつなぎとめておくための手だてを

講じようという意図の反映」である。

日本においてはこれまで，学卒就職システム

が機能しており，この点では欧米各国から「成

功例」として参照されてきた。しかし日本にお

いても中退や進路未定のままの卒業など，学卒

就職のルートにのらない若者の割合が増えてい

る。序章の小杉礼子の分析によると，学卒就職

しなかった者の比率は80年代末に中学を卒業し

た世代あたりから急激に増えており，もっとも

新しい世代ではおよそ４割が学卒就職という経

路をとっていないという。

そのような状況に至っている背景としては，

若者の職業意識の変化が指摘されることが多い

が，第五章で金崎幸子が指摘しているように，

企業の人材戦略が短期化しており，労働市場に

おける若者の位置が，「現時点での職業能力と

しては弱者であっても，将来性を含めた競争力

では強者である」という強みを失いつつあり，

「従来企業が将来への投資として担ってきた人

材育成機能の受け皿を社会全体として何らかの

形で確保」しなければならなくなっているとし

たら，学校教育段階においても，卒業時に進路

を確保するためにも学校から職業への移行の節

目に至る以前にどのような働きかけを若者に対

して行なうのかが重要になってきているといえ

よう。

その点で注目されるのは，イギリス，アメリ

カ，ドイツにおいては「義務教育の最終段階ま

でに，相当程度の時間をかけて卒業後の職業的

方向づけを助けるキャリア教育が展開されてい

る」という終章の小杉礼子の指摘であり，また，

同じく終章における，「教育段階での対応が従

来からの生徒・学生の『意識啓発対策』にとど

まるようでは，現状の変革は図れない」という

指摘である。

「意識啓発対策」にとどまらず，では何が必

要であるのか。終章で小杉礼子は，「若者の就

業能力（エンプロイアビリティ）を高める」こ

とが課題であると指摘している。若者のエンプ

ロイアビリティを高めるために必要なことは，

必ずしも職業訓練ではない。ドイツのデュアル

システムは幅広い若者に体系的な職業訓練を行

い，世界的に高い評価を得てきたが，第三章で

坂野慎二が詳述しているように，訓練席の確保

という「第一の労働市場」において，企業の経

済環境が厳しくなるとかならずしも十分な数の

訓練席が提供されないという問題がある。また，

職業資格による労働市場の細分化・硬直化は産

業構造の著しい変化やEU統合による企業組織

の変化などに対応しきれなくなっている。他方

でスウェーデンでは，宮本みち子によれば，特

定技能の能力開発よりも，職業人生における変

化への対応能力の向上を意図して，基礎能力の

強化に重点をおく職業準備教育に後期中等教育

を方向転換してきたという。アメリカにおいて

も，藤田晃之によれば，職業教育は，アカデミ

ックな教科学習に代替する存在ではなく，むし

ろ現実社会のコンテクストにおける応用を軸に

アカデミックな学習の質を高めるものであり，

高等教育への接続を支援するものでなくてはな

らないと位置づけられているという。

日本においてはキャリア教育は，一人一人の

若者を具体的な自立に向けて準備するという段

階にはほど遠い。しかし，キャリア教育に取り
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組んでいる現場からは，意識啓発と職業教育，

そしてアカデミックな教育をどう関係づけてい

くのか，また，企業や公共職業紹介機関などと

学校との連携関係をどう築いていくのか，そう

いった課題がおのずと浮上してくる。そのよう

な観点からも，各国の事例は示唆に富むもので

あろう。

「序章」の次に「終章」に目をとおしてから，

各国の紹介を読みすすめていけば，本書の意図

した国際比較の意図をより深く理解したうえで

各国の事例から学ぶことができるだろう。

（小杉礼子・堀有喜衣［編］『キャリア教育と就

業支援─フリーター・ニート対策の国際比較』

勁草書房，2006年９月刊，ix＋214頁，定価

2,300円＋税）

（うえにし・みつこ　法政大学キャリアデザイン学部

助教授）
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